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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移
 

回次 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期

決算年月 平成28年12月 平成29年12月 平成30年12月 令和元年12月 令和２年12月

売上高 （千円） 823,319 832,663 813,675 895,590 775,694

経常利益又は経常損失（△） （千円） 30,883 2,792 △43,004 △74,234 △71

当期純利益又は当期純損失

（△）
（千円） 13,044 △4,837 △46,840 △77,624 △4,167

持分法を適用した場合の投資損

益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 1,213,350 1,213,350 1,213,350 1,213,350 1,213,350

発行済株式総数 （株） 2,547 2,547 2,547 2,547 2,547

純資産額 （千円） 1,404,102 1,399,288 1,352,396 1,274,762 1,270,557

総資産額 （千円） 4,025,076 3,979,300 3,928,806 3,795,767 3,769,563

１株当たり純資産額 （円） 653,983.31 651,741.13 629,900.71 593,741.15 591,782.55

１株当たり配当額 （円） － － － － －

（内１株当たり中間配当額） （円） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又は当期

純損失（△）
（円） 6,075.77 △2,252.97 △21,816.80 △36,154.70 △1,941.20

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 34.9 35.2 34.4 33.6 33.7

自己資本利益率 （％） 0.9 △0.3 △3.5 △6.1 △0.3

株価収益率 （倍） － － － － －

配当性向 （％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 91,176 61,750 54,866 △6,775 69,924

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 51,900 73,719 △224,735 27,929 94,040

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △35,752 △18,718 △22,218 △49,218 △36,072

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 424,372 541,124 349,037 320,972 448,864

従業員数
（名）

60 61 56 59 51

（外、平均臨時雇用者数） (99) (100) (105) (104) (104)

株主総利回り （％） － － － － －

（比較指標：－） （％） (－) (－) (－) (－) (－)

最高株価 （円） － － － － －

最低株価 （円） － － － － －

（注）１　売上高には消費税等は含まれていない。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

３　当社は連結財務諸表を作成していないので「最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」について

は、記載していない。

４　株価収益率については、当社株式は非上場なので記載していない。

５　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載していない。

６　株主総利回り、比較指標、最高株価及び最低株価については、当社株式は非上場なので記載していない。
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２【沿革】

昭和34年８月 東京都中央区銀座６丁目５番地に資本金3,000千円をもって株式会社日高カントリー倶楽部を設立。

昭和34年11月 埼玉県入間郡日高町所在の土地の買収を完了しゴルフ場建設工事に着工。

昭和35年12月 クラブハウス完成。

昭和36年１月 18ホールスを開場（現　東コース及び西コース）。

昭和39年１月 東京都中央区銀座西３丁目３番地に本店移転。

昭和40年３月 東京都中央区銀座２丁目２番４号に本店移転。

昭和45年１月 ９ホールス増設のために土地を買収し南コース増設工事に着工。

昭和46年８月 南コースを開場。

昭和46年10月 クラブハウス増築。

昭和57年５月 電動カート導入。

平成４年４月 東京都千代田区有楽町１丁目７番１号に本店移転。

平成11年８月 東京都品川区大崎１丁目６番１号に本店移転。

平成17年７月

平成21年12月

埼玉県日高市高萩1203番地に本店移転。

東京営業所開設。

 

３【事業の内容】

　当社は、ゴルフ場の経営を主たる事業とし、併せてゴルフ用具の販売、食堂の経営を行っている。

　なお、売上高の内容を構成比で示すと下記のとおりである。

区分 内容

売上高構成比（％）

第61期
平成31年１月１日から
令和元年12月31日まで

第62期
令和２年１月１日から
令和２年12月31日まで

年会費及びロッカー収入 正会員、平日会員、家族会員 19.1 22.1

プレイ収入 プレーフィー、キャディフィー 57.4 60.7

食堂売店売上高 飲食代、ゴルフ用品、たばこ等 15.9 14.5

その他収入
諸経費、貸ロッカー、練習ボー

ル代等
7.6 2.7

計  100.0 100.0

 

４【関係会社の状況】

　該当事項なし。

 

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

令和２年12月31日現在
 

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

51（104) 42 9.6 3,669,438

（注）１　従業員は就業人員である。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員である。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。

４　従業員の前年対比８名減は、新型コロナウイルス感染症の影響でパート職員への雇用変更や定年前の離職に

よる。

 

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されていない。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものである。

 

（１）経営方針

　埼玉県の名門ゴルフ場として更なる知名度アップを目指し、若手ゴルファーの育成や地域住民とのふれあい

イベントなどを企画実行して、持続可能な環境・地域に貢献する施策であるサステナビリティーの充実を図

り、経営成績の向上を目指す。

 

（２）経営指標

　目標とする主な経営指標は、年間来場者数50,000名の達成とともに経常損益の黒字化である。

 

（３）経営環境及び対処すべき課題

　ゴルフ場の置かれている経営環境は、来場者数が長年減少傾向にあり経営成績も年々厳しくなっている。ま

た、新型コロナウイルス感染症拡大の対策としての外出自粛要請等の影響により厳しさを増している。このよ

うな経営環境を踏まえ、従来より取り組んできた課題を継続すると共に以下の課題を掲げ、対応策を講じるこ

とにしている。

①　会員並びに家族及びゲストのために厳しい気候変動の中で最良のコースコンデションを提供する。

　　そのためにプレイ環境の改善を常に目指し、コース及び施設の改修や改良を計画的に行う。

②　場内の松林を保存するため肥料や殺虫剤などの農薬は自然環境に十分配慮したものを採用しこれまで以上の

資材と労力を投下する。

③　来場者にとって快適なサービスが提供できるゴルフ場となるよう従業員研修やキャディ教育に注力する。ま

た従業員の適材適所を考慮した配置転換による人員の効率を図る。

④　新型コロナウイルス感染症予防の対策として体表温度感知センサーや消毒液の設置、キャディー等のプレー

ヤーに対するディスタンス、食堂テーブルのバリアなど基本的な対応を継続する。さらに全従業員を対象と

したPCR検査の実施を行う等全従業員の健康管理に注力する。

⑤　従来より着手している持続可能かつ近代的エネルギーとしての太陽光による発電源の確保、地下水の利用、

コース施設のＬＥＤ化など、省エネに留意した設備を継続確保する。

⑥　各方面で取り上げられているＳＤＧｓの内、従来より着手している項目をさらに深く推進する方針である。

⑦　「ゴルフで認知症予防」のテーマにさらに協力し、ゴルフの社会的な必要性を広く知らしめる。

 

　　ＳＤＧｓ　Ｓustainable　Ｄevelopment　Ｇoals

　　　　　　　テーマＮＯ３　　すべての人に健康と福祉を

　　　　　　　　　　ＮＯ７　　エネルギーをみんなに、そしてクリーンに

　　　　　　　　　　ＮＯ９　　産業と技術革新の基盤を作ろう

　　　　　　　　　　ＮＯ１３　気候変動に具体的な対策を

　　　　　　　　　　ＮＯ１５　陸の豊かさも守ろう

　　　　　　　全１７テーマの内５テーマを対象とする

２【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがある。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものである。

１）事業環境

　ゴルフ場の経営は天候及び来場者数に大きく左右される。最近の異常気象や急変する天候などによりプレイ

できる日数が減少してしまう可能性がある。

　また、レジャーとしては高額なゴルフについては若者を中心に敬遠される傾向が続く可能性があるうえに

現在ゴルフ人口の主体となっているシニア層も、次第に高齢化が進み、金銭面及び体力面でゴルフ離れが顕著

となり、ゴルフ人口が減少する可能性がある。

さらに、新型コロナウイルス感染症拡大の対策のための外出自粛要請等により入場者の減少リスクもある。

　なお、翌事業年度においては、近隣ゴルフ場（霞ヶ関カンツリー倶楽部）においてオリンピック競技として

ゴルフ競技が行われる予定である。このため、交通規制や交通渋滞など当ゴルフ場の集客に支障が出る可能性

がある。

２）借地

　現在はコースの一部（３％）が借地となっている。このため、借地契約の更新時において契約更新ができな

い可能性がある。

３）環境問題
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　芝の育成や立木の維持などために、コース内で農薬を使用するが、使用した農薬が環境に悪影響を及ぼす可

能性がある。

４）個人情報

　会員の情報等多くの個人情報を保有しているが、警備の不備やサイバー攻撃等により外部へ流出する可能性

がある。

５）感染症の流行による影響について

　令和元年12月に発生した新型コロナウイルス感染症のような治療薬やワクチンが開発されていない感染症が

流行した場合、感染率の高い都市部では緊急事態宣言が発令され、外出制限や営業自粛等の要請により、来場

者数が減少し、当社の財政状態並びに経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす可能性が

ある。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績等の状況の概要

当事業年度における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の概要は以下のとおりである。

 

①　財政状態及び経営成績の状況

　　前年(2019年)に経験した大型台風の直撃もなく、地球温暖化による気候変動の中でマイルドな条件に恵まれ

　た。一方このことは大量の松枯れを発生させることとなった。

　　　　　営業面では新型コロナウイルス感染症が次第に拡大し、特にゲストの来場は大幅に減少、目標とした来場者数

　50,000人には届かず、45,504名にとどまった。

 

ａ．財政状態

　当事業年度末の資産合計は、前事業年度末に比べ26,204千円減少し、3,769,563千円となった。

　当事業年度末の負債合計は、前事業年度末に比べ21,999千円減少し、2,499,005千円となった。

　当事業年度末の純資産合計は、前事業年度末に比べ4,205千円減少し、1,270,557千円となった。

 

ｂ．経営成績

　当事業年度の営業日数は前事業年度より３日減少し323日となった。来場者に関しては新型コロナウイルス感

染症拡大による外出自粛により４月から６月の第２四半期会計期間の来場者数が前同四半期会計期間を大幅に下

回り前年比66.4%となった。一方エントランスでの検温、消毒、食堂テーブルのバリアなど徹底した感染対策を

実施したことで７月以降は前年を上回ることができ年間では前年比94.0%の45,504名（前事業年度比2,929名減）

となった。

　これらの結果、売上高は前事業年度に比べ119,895千円減少して775,694千円と減収になった。また、その他収

入として前事業年度に実施された日本シニアオープンのチケット収入や広告料収入等46,763千円が無くなったこ

とも影響している。

　一方で、売上原価並びに販売費及び一般管理費は日本シニアオープン開催のため日本ゴルフ協会への支払手数

料など関連経費が無くなったこと、また売上減に対応するため管理可能な諸経費削減に取り組んだことにより前

事業年度に比べ199,215千円減少し908,096千円となった。

　その結果、営業損益は132,401千円の損失となった。

　また、営業外収益の名義書換料が前事業年度より2,500千円減少して100,500千円となり、その結果、経常損益

は71千円の損失となり、税金負担後の当期純損失は4,167千円となった。

 

②　キャッシュ・フローの状況

　当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、448,864千円となり、前事業年度末よ

り127,892千円増加した。

　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりである。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、前事業年度が6,775千円の支出超過であったのに対し、当事業年度は

69,924千円の入金超過となった。

　　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、前事業年度が27,929千円の収入超過であったのに対し、当事業年度は

94,040千円の収入超過となった。

　　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、前事業年度が49,218千円の支出超過であったのに対し、当事業年度は

36,072千円の支出超過となった。
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　　　③生産、受注及び販売の実績

　　　　当事業年度における販売実績は次のとおりである。

 

区　分

第61期

平成31年１月１日から

令和元年12月31日まで

第62期

令和２年１月１日から

令和２年12月31日まで

金額(千円） 構成比(％) 金額(千円） 構成比(％)

　年会費及びロッカー収入 171,184 19.1 171,054 22.1

　プレイ収入 514,247 57.4 470,871 60.7

　食堂売店売上高 142,132 15.9 112,787 14.5

　その他収入 68,025 7.6 20,980 2.7

合計 895,590 100.0 775,694 100.0

 

　(２) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりである。

なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものである。

 

①当事業年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

ａ．経営成績の分析

　当事業年度の売上高775,694千円を見ると、前事業年度に比較し13.4％減の119,895千円の減収となってい

る。内訳を分析すると次のようになる。

　年会費及びロッカー収入は、会員数の多少の増減はあるものの年間においてほぼ一定であること、会費等の

値上げは実施していないことから前期とほぼ同額となった。

　一方、プレイ収入は、前事業年度に比較して43,375千円減少し、470,871千円と減収となった。これは入場

者が新型コロナウイルス感染症拡大の影響で４月から６月の第２四半期会計期間に前同四半期会計期間と比較

し66.4％と大幅に減少、７月以降入場者が増加したとはいえ年間では前事業年度と比較し6.0％減の2,929名減

少したことに加え、一人当たり売上単価が高額になるゲストが3,801名減少したことによる。

　食堂売店売上高は入場者数減少に加えコンペ減少に伴うパーティが減少したことにより前事業年度に比べ

29,344千円減少し、112,787千円となった。同売上原価も7,337千円減少し、43,232千円となったが、原価率は

35.6％から38.3％と増加している。

　また、その他収入が前事業年度より47,045千円も減少し20,980千円になったが、日本シニアオープン関連で

のチケット収入等46,763千円が無くなったことが大きく影響している。

 
 

 

第61期

平成31年１月１日から

令和元年12月31日まで

第62期

令和２年１月１日から

令和２年12月31日まで

増減

営業日数（日） 326 323 △3

メンバー（人） 29,875 30,747 872

ゲスト（人） 18,558 14,757 △3,801

合計（人） 48,433 45,504 △2,929

プレイ収入（千円） 514,247 470,871 △43,375

1人当たりプレイ収入（円） 10,618 10,348 △270

 

　当事業年度は新型コロナウイルス感染症拡大による入場者減少による売上の大幅な減少が見込まれたことか

ら管理可能な固定費の削減を強力に推し進めた。コース維持費は松枯れ防止対策で増加したものの、肥料、除

草剤等の使用量を見直したことで前事業年度に対して約10％削減、修繕費は予算上計画していた案件を翌事業

年度に延期または中止したことで約50％削減できた。これにより売上原価を104百万円削減できたこと、また

前事業年度に実施した日本シニアオープンの開催に伴う開催手数料、開催中の送迎交通費や諸経費などの運営

費等95百万円が無くなったことで営業費用では199,215千円減少し908,096千円となった。この結果営業損失は

132,401千円となり前事業年度に対して79,319千円の増益となった。
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　営業外収益に計上している名義書換料について、当事業年度は名義変更を申請する人が少なく、100,500千

円に留まった。このため、営業外収益は前事業年度より5,156千円減少し、132,329千円となり、営業損失を上

回ることはできず、71千円の経常損失となった。立木の伐採、構築物の除去等もあり、固定資産除却損が856

千円発生し、法人税等を3,240千円負担した結果、当期純損失は4,167千円となった。

 

ｂ．財政状態の分析

　当事業年度末の資産合計は、前事業年度末に比べ26,204千円減少し、3,769,563千円となった。流動資産は

34,056千円増加し、1,307,514千円になった。これは前事業年度に比べ営業キャッシュ・フローが改善したこ

とで現金及び預金が27,892千円増加したことによる。一方、固定資産は、60,261千円減少し、2,462,048千円

となった。うち有形固定資産は、深井戸モーターポンプ交換工事など14,156千円を取得したが、減価償却費が

71,538千円となり、結果として72,394千円減少し、2,379,612千円となった。無形固定資産は減価償却費が655

千円となったため、3,750千円となった。投資その他の資産は、前事業年度末より1,367千円減少し、78,684千

円となったが、これは長期保険料の償却により長期前払費用が1,329千円減少したことによる。

　当事業年度末の負債合計は、前事業年度末に比べ21,999千円減少し、2,499,005千円となった。流動負債は

前事業年度末より11,683千円増加し、104,168千円となった。主な原因は未払消費税等が13,563千円増加した

ことによる。これは、前事業年度の10月から消費税率が8％から10％に変更されたことで、未納付額が増加し

たことによる。一方、固定負債は33,682千円減少し、2,394,837千円となった。主な減少要因は、会員預り保

証金が前事業年度末より32,000千円減少し、2,013,000千円となったことによる。これは主に、過去、保証金

を収受していなかった会員権について名義書換となった場合１百万円を拠出してもらう一方、２百万円の保証

金を拠出していた会員権について名義書換した場合は１百万円を返還していることから、当事業年度は返還の

方が多かったためである。

　当事業年度末の純資産の合計は、前事業年度末に比べ4,205千円減少し、1,270,557千円となった。これは主

に当期純損失4,167千円を計上したことによる。

 

ｃ. キャッシュ・フローの分析

　当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は448,864千円となり、前事業年度末

より127,892千円増加した。

　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、前事業年度において税引前当期純損失が74,384千円であったのに対

し当事業年度の税引前当期純損失が927千円と大幅に改善した。これは入場者の減少により売上高は減少した

ものの前事業年度に開催した日本シニアオープンに関わる諸経費が無くなったことと合わせ、固定費の削減に

強力に取り組んだ結果によるものである。減価償却費が72,194千円あったことで69,924千円の入金超過となっ

た。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、前事業年度が27,929千円の収入超過であったのに対し、当事業年度

は94,040千円の収入超過であった。これは、前事業年度は有形固定資産取得のために71,773千円支出したが、

保有していた社債100,000千円が満期償還により収入となったことによる。当事業年度は定期預金100,000千円

の払戻による収入があったが有形固定資産の取得による支出を5,960千円と抑制したことによる。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、前事業年度は49,218千円の支出超過であったのに対し、当事業年度

36,072千円の支出超過となった。この原因は、会員権の名義書換に伴うものである。収受した会員預り保証金

が前事業年度は44,000千円であったのに対し、当事業年度は58,000千円と収入が14,000千円増加、一方返還し

た会員預り保証金は、前事業年度が89,500千円、当事業年度は90,000千円と支出が500千円増加となった結果

である。
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ｄ. 資本の財源及び資金の流動性について

　当事業年度における現金及び現金同等物は前事業年度より127,892千円増加し、448,864千円となったが、資金

ポジションは変更していない。今後の資金需要に対しては、自己資金で賄うことを原則としており、外部借入に

よる資金調達を行うことは考えていない。

 

②重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当社の財務諸表は,我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されている。

この財務諸表を作成するにあたって、資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす見積り及び仮定を用い

るが、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性がある。

　財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは以下のとおりである。

 

　（固定資産の減損）

　当社は、土地、コース勘定等の事業用資産を所有している。当該固定資産は、事業計画や時価の下落等によ

り、回収可能性が著しく低下する場合、減損処理を行う可能性がある。

 

　なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積りにつきましては「第５　経理の

状況 ２ 財務諸表等　（１）財務諸表 注記事項 追加情報」に記載の通りである。

 

４【経営上の重要な契約等】

　該当事項なし。

 

５【研究開発活動】

　該当事項なし。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度の設備投資については、14,156千円の投資を実施した。

　また、営業能力及び営業成績に重大な影響を及ぼすような設備の売却、撤去等はない。

 

２【主要な設備の状況】

　令和２年12月31日現在における主な事業所の設備、設備の種類並びに従業員の配置状況は次のとおりである。

設備の種類

本社・ゴルフ場
（埼玉県日高市）

 

面積（㎡） 金額（千円）  

建物  275,993  

構築物  215,122  

機械及び装置  52,710  

車両運搬具  2,079  

工具、器具及び備品  12,315  

立木  170,480  

コース  553,509  

土地
788,958

(26,507)
1,087,461  

リース資産
 

 
9,938  

計
788,958

（26,507)
2,379,612  

従業員数（人） 51［104］  

（注）１　設備の種類の金額は有形固定資産の帳簿価額である。

２　土地の面積は、固定資産税課税台帳の面積である。

３　（　）内は外数で賃借中のものである。

４　［　］内は外数で臨時従業員数である。

５　賃借資産に対しては、敷金・保証金72,875千円を差入れている。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　該当事項なし。

 

(2）重要な設備の除却等

　該当事項なし。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,980

計 2,980

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（令和２年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（令和３年３月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,547 同左 該当事項なし
 当社は単元株制度は採

 用していない。

計 2,547 同左 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項なし。

 

②【ライツプランの内容】

　該当事項なし。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成17年10月 △243 2,547 － 1,213,350 － －

（注）　発行済株式総数の減少は自己株式の消却による。

 

（５）【所有者別状況】

令和２年12月31日現在
 

区分

株式の状況
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法人
外国法人等

個人その他 計
個人以外 個人

株主数（人） － 8 － 355 4 20 1,175 1,562 －

所有株式数

（株）
－ 10 － 650 4 20 1,863 2,547 －

所有株式数の

割合（％）
－ 0.39 － 25.52 0.16 0.79 73.14 100.00 －

（注）　自己株式400株は「個人その他」に含まれている。
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（６）【大株主の状況】
 

  令和２年12月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

東ソー㈱ 東京都港区芝３-８-２ 166 7.7

髙橋　正孝 東京都大田区 150 7.0

日産東京販売ホールディングス㈱ 東京都品川区西五反田４-32-１ 95 4.4

大河原　茂夫 埼玉県日高市 81 3.8

金沢　朋子 東京都目黒区 41 1.9

内藤　潔 東京都杉並区 21 1.0

㈱集英社 東京都千代田区一ツ橋２-５-10 5 0.2

医療法人社団明芳会 東京都板橋区小豆沢２-12-７ 3 0.1

宮本製粉㈱ 東京都練馬区高松２-28-17 3 0.1

計 － 565 26.3

 

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

令和２年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 　　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　　－ －

議決権制限株式（自己株式等） 　　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　　－ －

議決権制限株式（その他） 　　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　　－ －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式　　　　 400 　　　　　　　　　　－ －

完全議決権株式（その他）  普通株式　　　 2,147 2,147 －

単元未満株式 　　　　　　　　　　－ 　　　　　　　　　　－ －

発行済株式総数 2,547 　　　　　　　　　　－ －

総株主の議決権 　　　　　　　　　　－ 2,147 －

 

②【自己株式等】

令和２年12月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

株式会社日高カン

トリー倶楽部

埼玉県日高市高萩

1203番地
400 － 400 15.7

計 － 400 － 400 15.7
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　普通株式

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　　　　　該当事項なし。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項なし。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項なし。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

消却の処分を行った取得自己株式 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

その他 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　　　－

保有自己株式数 400 　　　　　－ 400 　　　　　－

 

３【配当政策】

当社は、会員制ゴルフ場の経営を目的としており、より良いクラブライフを実現することが株主各位に対する利益

還元と考えているので配当を実施しないことを基本方針としているが、配当を実施する場合は株主総会で決定す

る。

上記の基本方針から当事業年度の期末配当も実施しない。
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、当社が株主会員制のゴルフ場であり、会員の

信頼を得るために経営の透明性を高め、効率的かつ健全な業務運営を目指しているものである。

 

①　会社の機関の内容

　当社の取締役会は取締役６名（うち社外取締役２名）で構成され、定期的に会議を開催し、業務執行上

の重要事項の決定を効率的に行っている。

　当社の監査役会は監査役３名（うち社外監査役３名）で構成され、取締役会ほか重要な会議に出席する

とともに、監査役会を開催し、監査機能の強化を図っている。

 

②　内部統制システムの整備の状況

　会社法第362条第４項第６号に基づき、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するための体制、そ

の他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法令で定める体制の整備に関し、取締役会

において、その基本方針を決議している。

 

③　リスク管理体制の整備の状況

　当社は、業務に関わる全てのリスクについて適切に管理する体制の整備に取り組んでいる。リスクの

共通認識を図るため全取締役が中心となり、リスクの現状状分析をし、課題を明確にし、今後の対応策に

ついて検討を行っている。

 

④　役員報酬の内容

　当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬は以下のとおりである。

　　取締役及び監査役の年間報酬総額

取締役　６名　25,340千円（うち社外取締役　３名　5,000千円）

監査役　１名　 1,800千円（うち社外監査役　１名　1,800千円）

また、無報酬の社外監査役２名については上記監査役の員数には含めていない。

 

         ⑤　取締役の定数及び選任の決議要件

　当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めている。

　また、取締役の選任決議は、株主総会において議決権を行使できる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めている。

　なお、取締役の選任決議は、累積投票によらない旨を定款に定めている。
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（２）【役員の状況】

①役員一覧

男性９名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

代表取締役社長 大河原　茂夫 昭和23年８月23日生

昭和46年４月　飯能信用金庫入社

平成元年３月　㈲ダイエー代表取締役

平成16年３月　当社監査役

平成20年３月　当社取締役

令和３年３月　当社代表取締役社長（現在）

（注）４ 81

代表取締役 髙橋　正孝 昭和12年10月２日生

昭和35年４月　昭和電工㈱入社

昭和45年９月　㈱大相模カントリークラブ取締役

昭和49年３月　当社取締役

昭和60年３月　当社常務取締役

昭和62年３月　当社代表取締役社長

令和３年３月　当社代表取締役（現在）

（注）３ 150

取締役 泉田　保夫 昭和22年２月27日生

昭和44年６月　東京日産自動車販売㈱入社

平成17年４月　同社取締役

平成18年４月　㈱ジャガー東京常務取締役

平成20年６月　エース保険サービス㈱代表取締役

平成23年５月　当社相談役

平成25年３月　当社取締役（現在）

（注）３ －

取締役 内藤　潔 昭和47年８月12日生

平成７年４月　㈱鍛冶屋敷入社

平成16年４月　慶應義塾大学総合政策学部講師

平成21年４月　㈱フェラミカ取締役

平成21年４月　㈱鍛冶屋敷代表取締役(現在）

平成27年３月　当社取締役（現在）

（注）３ 21

取締役 多賀　俊幸 昭和34年10月４日生

昭和59年４月　東ソー㈱入社

平成23年６月　東ソー・シリカ㈱総務部長

平成28年６月　東ソー総合サービス㈱取締役（現在）

令和２年３月　当社取締役（現在）

（注）４ －

取締役 松本　護 昭和31年11月17日生

昭和54年４月　㈱ブリヂストンスポーツ東京入社

平成10年３月　㈱ブリヂストンスポーツ東日本取締役

平成26年９月　当社支配人

令和３年３月　当社取締役（現在）

（注）３ －

常勤監査役 伊東　輝昌 昭和13年１月９日生

昭和36年４月　三井生命保険(相)入社

平成４年４月　同社事務センター総務部長

平成11年６月　㈱サンセイキャリアマネジメント

　　　　　　　常任監査役

平成13年12月　㈱ミノファーゲン製薬総務部長

平成20年３月　当社常勤監査役（現在）

（注）５ 1

監査役 宮島　壯太 昭和12年９月26日生

昭和36年４月　大蔵省入省

昭和50年７月　銀行局銀行課長補佐

昭和61年６月　広島国税局長

昭和63年６月　国税局間税部長

平成元年７月　住宅金融公庫理事

平成３年７月　宮島事務所代表（現在）

平成12年３月　当社監査役（現在）

（注）６ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

監査役 岩﨑　徳雄 昭和５年７月10日生

昭和25年６月　㈲岩崎織物工場代表取締役社長

昭和45年４月　狭山市教育委員会委員長

平成15年４月　日高カントリークラブ副理事長（現

在）

平成20年４月　狭山市ゴルフ協会顧問（現在）

平成24年６月　㈲岩崎織物工場代表取締役会長（現

在）

平成31年３月　当社監査役（現在）

（注）６ 1

   計  254

（注）１　取締役内藤潔及び多賀俊幸は社外取締役である。

　　　２　監査役伊東輝昌、宮島壯太及び岩﨑徳雄は社外監査役である。

３　令和３年３月26日開催の定時株主総会終結の時から２年間

４　令和２年３月25日開催の定時株主総会終結の時から２年間

５　令和２年３月25日開催の定時株主総会終結の時から４年間

６　平成31年３月27日開催の定時株主総会終結の時から４年間

 

②社外役員の状況

　社外取締役の内藤潔は当社株式を21株、社外監査役の伊東輝昌及び岩﨑徳雄は当社株式をそれぞれ１株所有し

ている。社外取締役及び社外監査役と当社の間に、人的関係又は取引関係その他利害関係はない。
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（３）【監査の状況】

①　監査役監査の状況

　　当社の監査役会は、常勤監査役１名を含め、社外監査役３名で構成されている。監査役は、監査役会で定め

た監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会ほか重要な会議に出席し、会社の業務及び財産について監査を

実施している。

　当事業年度において当社は監査役会を６回開催しており、個々の監査役の出席状況については次の通りであ

る。

 

　　　　　　　氏名 　　　　開催回数 　　　　出席回数

　常勤監査役　　伊　東　輝　昌 　　　　　　　　　6回 　　　　　　　　　6回

　監　査　役　　宮　島　壯　太 　　　　　　　　　6回 　　　　　　　　　6回

　監　査　役　　岩　﨑　徳　雄 　　　　　　　　　6回 　　　　　　　　　6回

 

②　内部監査の状況

　当社は内部監査の担当部門は設置していないが、必要に応じ、指名された内部監査人が内部監査を実施して

いる。

 

③　会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

 

　　　　　ｂ．継続監査期間

　　　　　　　　14年

 

ｃ．業務を執行した公認会計士

指定社員業務執行社員　佐藤　禎

指定社員業務執行社員　寺田　聡司

 

ｄ．監査業務に係る補助者の編成

当社の会計監査業務に係る補助者は公認会計士５名、その他３名である。

 

ｅ．監査法人の選定方針と理由

　当社は監査法人の選定方針として、監査法人が専門性、独立性を有し、会社の会計監査が適切に行われ

ることを監査法人の選定方針としている。監査法人Ａ＆Ａパートナーズはその選定方針に合致した監査法

人であると判断し、監査法人に選定した。

 

ｆ．監査役及び監査役会による監査法人の評価

　当社の監査役及び監査役会は、監査法人に対して評価を行っている。この評価については、監査法人の

品質管理、独立性等業務の適切性を把握し、監査の方法及びその結果の相当性について問題ないと評価し

た。

 

④　監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬

（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬

（千円）

4,500 － 4,500 －
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ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬（ａ．を除く）

（前事業年度）

　該当事項なし。

（当事業年度）

　該当事項なし。

 

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

（前事業年度）

　該当事項なし。

（当事業年度）

　該当事項なし。

 

ｄ．監査報酬の決定方針

　 当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としては、監査日数・業務の内容等を勘案した上

 で定めている。

 

ｅ．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　監査役会が提案した会計監査人に対する報酬等に対して、当社の監査役会が会社法第399条第１項の同

意をした理由は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監

査人の監査計画の内容、会計監査人の職務遂行状況及び報酬見積りなどが当社の事業規模や事業内容に適

切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断を

行っている。

 

（４）【役員の報酬等】

当社は非上場会社なので、記載すべき事項はない。

なお、役員報酬の内容については、「４　コーポレート・ガバナンスの状況等　（１）コーポレート・ガバ

ナンスの概要」に記載している。

 

（５）【株式の保有状況】

当社は非上場会社なので、記載すべき事項はない。

 

EDINET提出書類

株式会社日高カントリー倶楽部(E04641)

有価証券報告書

19/45



第５【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成している。

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第62期事業年度（令和２年１月１日から令和２年12

月31日まで）の財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズの監査を受けている。

 

３　連結財務諸表について

当社は、子会社がないため、連結財務諸表は作成していない。

 

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

該当事項なし。

 

（２）【その他】

該当事項なし。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

  (単位：千円)

 
前事業年度

(令和元年12月31日)
当事業年度

(令和２年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,220,972 1,248,864

営業未収入金 28,987 34,437

商品 5,236 4,465

原材料 2,748 2,752

貯蔵品 3,299 4,773

前払費用 11,668 10,906

その他 545 1,313

流動資産合計 1,273,457 1,307,514

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,060,132 1,061,082

減価償却累計額 △769,036 △785,088

建物（純額） 291,095 275,993

構築物 1,434,604 1,430,160

減価償却累計額 △1,193,882 △1,215,037

構築物（純額） 240,721 215,122

機械及び装置 415,292 417,222

減価償却累計額 △349,757 △364,512

機械及び装置（純額） 65,535 52,710

車両運搬具 50,079 50,079

減価償却累計額 △45,463 △47,999

車両運搬具（純額） 4,615 2,079

工具、器具及び備品 203,697 202,071

減価償却累計額 △185,381 △189,755

工具、器具及び備品（純額） 18,315 12,315

立木 170,869 170,480

コース 553,509 553,509

土地 1,087,461 1,087,461

リース資産 17,214 21,048

減価償却累計額 △11,487 △11,109

リース資産（純額） 5,726 9,938

有形固定資産合計 2,437,851 2,379,612

無形固定資産   

借地権 1,086 1,086

ソフトウエア 2,093 1,438

その他 1,225 1,225

無形固定資産合計 4,406 3,750

投資その他の資産   

投資有価証券 150 113

敷金及び保証金 72,875 72,875

長期前払費用 5,097 3,767

その他 1,928 1,928

投資その他の資産合計 80,051 78,684

固定資産合計 2,522,309 2,462,048

資産合計 3,795,767 3,769,563
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(令和元年12月31日)
当事業年度

(令和２年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 7,147 7,012

リース債務 3,718 4,549

未払費用 39,695 39,955

未払法人税等 7,939 7,252

未払消費税等 12,526 26,089

預り金 7,521 7,984

前受収益 9,608 7,206

賞与引当金 4,327 3,933

その他 - 185

流動負債合計 92,485 104,168

固定負債   

リース債務 2,466 6,262

入会金預り金 339,600 339,600

会員預り保証金 2,045,000 2,013,000

退職給付引当金 34,247 35,975

長期前受収益 7,206 -

固定負債合計 2,428,520 2,394,837

負債合計 2,521,005 2,499,005

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,213,350 1,213,350

資本剰余金   

その他資本剰余金 108,000 108,000

資本剰余金合計 108,000 108,000

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金 570,000 570,000

繰越利益剰余金 △340,219 △344,387

利益剰余金合計 229,780 225,612

自己株式 △276,412 △276,412

株主資本合計 1,274,718 1,270,550

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 44 6

評価・換算差額等合計 44 6

純資産合計 1,274,762 1,270,557

負債純資産合計 3,795,767 3,769,563
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②【損益計算書】
 

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成31年１月１日
　至　令和元年12月31日)

当事業年度
(自　令和２年１月１日
　至　令和２年12月31日)

売上高   

年会費及びロッカー収入 171,184 171,054

プレイ収入 514,247 470,871

食堂売店売上高 142,132 112,787

その他の収入 68,025 20,980

売上高合計 895,590 775,694

売上原価   

食堂売店売上原価   

商品及び原材料期首たな卸高 5,848 7,984

当期仕入高 52,705 42,466

合計 58,553 50,450

商品及び原材料期末たな卸高 7,984 7,218

差引食堂売店売上原価 50,569 43,232

給料手当 378,567 345,496

賞与引当金繰入額 8,424 7,281

退職給付費用 5,001 3,871

法定福利費 48,075 46,312

福利厚生費 12,116 11,004

コース維持費 66,398 59,526

競技費 18,617 11,420

器具備品費 6,932 8,381

消耗品費 21,222 17,776

租税公課 51,260 50,504

支払保険料 5,014 5,181

減価償却費 78,677 72,194

水道光熱費 25,419 23,650

修繕費 43,273 22,262

賃借料 46,204 25,438

雑費 33,484 41,644

売上原価合計 899,261 795,178

売上総損失（△） △3,671 △19,484
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成31年１月１日
　至　令和元年12月31日)

当事業年度
(自　令和２年１月１日
　至　令和２年12月31日)

販売費及び一般管理費   

役員報酬 28,440 27,140

給料及び手当 8,721 10,838

旅費及び交通費 6,171 4,657

事務用品費 9,062 6,732

交際接待費 6,083 3,535

賃借料 10,310 9,674

支払手数料 99,191 17,428

租税公課 9,863 11,440

雑費 30,205 21,468

販売費及び一般管理費合計 208,049 112,917

営業損失（△） △211,720 △132,401

営業外収益   

受取利息及び配当金 2,530 1,418

名義書換料 103,000 100,500

固定資産賃貸料 10,200 10,200

雑収入 21,756 20,211

営業外収益合計 137,486 132,329

経常損失（△） △74,234 △71

特別損失   

固定資産除却損 ※１ 149 ※１ 856

特別損失合計 149 856

税引前当期純損失（△） △74,384 △927

法人税、住民税及び事業税 3,240 3,240

法人税等合計 3,240 3,240

当期純損失（△） △77,624 △4,167
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成31年１月１日　至　令和元年12月31日）

       (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計 別途積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 1,213,350 108,000 108,000 570,000 △262,595 307,404 △276,412 1,352,342

当期変動額         

当期純損失（△）     △77,624 △77,624  △77,624

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        

当期変動額合計 － － － － △77,624 △77,624 － △77,624

当期末残高 1,213,350 108,000 108,000 570,000 △340,219 229,780 △276,412 1,274,718

 
    

 評価・換算差額等
純資産合計

 その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当期首残高 54 54 1,352,396

当期変動額    

当期純損失（△）   △77,624

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△10 △10 △10

当期変動額合計 △10 △10 △77,634

当期末残高 44 44 1,274,762

 
当事業年度（自　令和２年１月１日　至　令和２年12月31日）

       (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計 別途積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 1,213,350 108,000 108,000 570,000 △340,219 229,780 △276,412 1,274,718

当期変動額         

当期純損失（△）     △4,167 △4,167  △4,167

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        

当期変動額合計 － － － － △4,167 △4,167 － △4,167

当期末残高 1,213,350 108,000 108,000 570,000 △344,387 225,612 △276,412 1,270,550

 
    

 評価・換算差額等
純資産合計

 その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当期首残高 44 44 1,274,762

当期変動額    

当期純損失（△）   △4,167

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△37 △37 △37

当期変動額合計 △37 △37 △4,205

当期末残高 6 6 1,270,557
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④【キャッシュ・フロー計算書】
 

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成31年１月１日
　至　令和元年12月31日)

当事業年度
(自　令和２年１月１日
　至　令和２年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純損失（△） △74,384 △927

減価償却費 78,677 72,194

受取利息及び受取配当金 △2,530 △1,418

有形固定資産除却損 149 856

賞与引当金の増減額（△は減少） 77 △394

退職給付引当金の増減額（△は減少） 81 1,728

売上債権の増減額（△は増加） 1,271 △5,450

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,464 △708

前払費用の増減額（△は増加） △743 761

長期前払費用の増減額（△は増加） △5,097 1,329

仕入債務の増減額（△は減少） 1,387 △135

未払消費税等の増減額（△は減少） 7,701 13,563

未払費用の増減額（△は減少） △1,931 259

預り金の増減額（△は減少） △2,961 463

前受収益の増減額（△は減少） △9,608 △9,608

その他 3,186 △766

小計 △6,188 71,746

利息及び配当金の受取額 2,652 1,418

法人税等の支払額 △3,240 △3,240

営業活動によるキャッシュ・フロー △6,775 69,924

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 - 100,000

有形固定資産の取得による支出 △71,773 △5,960

無形固定資産の取得による支出 △297 -

有価証券の償還による収入 100,000 -

投資活動によるキャッシュ・フロー 27,929 94,040

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △3,718 △4,072

会員預り保証金による収入 44,000 58,000

会員預り保証金の返還による支出 △89,500 △90,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △49,218 △36,072

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △28,064 127,892

現金及び現金同等物の期首残高 349,037 320,972

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 320,972 ※１ 448,864

 

EDINET提出書類

株式会社日高カントリー倶楽部(E04641)

有価証券報告書

26/45



【注記事項】

（重要な会計方針）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用している。

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は総

平均法により算定）

時価のないもの

総平均法による原価法

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、原材料及び貯蔵品は、いずれも先入先出法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿

価切下げの方法により算定）によっている。

３　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっている。

ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）及び平成28年４月１日以後に取得

した建物附属設備、構築物については定額法によっている。

なお耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の方法によっている。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっている。

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっている。なお耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の方法によっている。

(3) リース資産

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

４　引当金の計上基準

(1）賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上している。

(2）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額を計上している。

５　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

６　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。
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（未適用の会計基準等）

 (収益認識に関する会計基準等)

　・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　令和２年３月31日　企業会計基準委員会）

　・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　令和２年３月31日　企業会計基

準委員会）

　・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　令和２年３月31日　企業会

計基準委員会）

 

　(1) 概要

　国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的

な会計基準の開発を行い、平成26年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、

FASBにおいてはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は平成30年１月１日以後開始する事業年度から、

Topic606は平成29年12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会

において、収益認識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものである。

　企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と

整合性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れ

ることを出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮す

べき項目がある場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされている。

 

(2) 適用予定日

　　令和４年12月期の期首から適用する。

 

(3) 当該会計基準等の適用による影響

　「収益認識に関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であ

る。

 

 

　　　 (時価の算定に関する会計基準等)

・「時価の算定に関する会計基準」　(企業会計基準第30号　令和元年７月４日　企業会計基準委員会)

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」　(企業会計基準適用指針第31号　令和元年７月４日　企業会

計基準委員会)

・「棚卸資産の評価に関する会計基準」　(企業会計基準第９号　令和元年７月４日　企業会計基準委員会)

・「金融商品に関する会計基準」　(企業会計基準第10号　令和元年７月４日　企業会計基準委員会）

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」　(企業会計基準適用指針第19号　令和２年３月31日　企業

会計基準委員会)

 

(1) 概要

　国際的な会計基準の定めとの比較可能性を向上させるため、「時価の算定に関する会計基準」及び「時価

の算定に関する会計基準の適用指針」(以下「時価算定会計基準等」という。)が開発され、時価の算定方法

に関するガイダンス等が定められた。時価算定会計基準等は次の項目の時価に適用される。

・「金融商品に関する会計基準」における金融商品

・「棚卸資産の評価に関する会計基準」におけるトレーディング目的で保有する棚卸資産

　また「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」が改訂され、金融商品の時価のレベルごとの内訳等の

注記事項が定められた。

 

　(2) 適用予定日

　　　令和４年12月期の期首から適用する。

 

　(3) 当該会計基準等の適用による影響

　　　影響額は、当財務諸表の作成時において評価中である。
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　　　 (会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準）

・「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」　（企業会計基準第24号　令和２年

３月31日　企業会計基準委員会)

 

(1) 概要

　関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に、採用した会計処理の原則及び手続の概要を示すことを

目的とするものである

 

(2) 適用予定日

　　令和３年12月期の年度末より適用する。

 

 

(会計上の見積りの開示に関する会計基準)

・「会計上の見積りの開示に関する会計基準」　(企業会計基準第31号　令和２年３月31日　企業会計基準

委員会)

 

(1) 概要

　　当年度の財務諸表に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌年度の財務諸表に重要な影響

を及ぼすリスクがある項目における会計上の見積りの内容について、財務諸表利用者の理解に資する情報を

開示することを目的とするものである。

 

(2) 適用予定日

　　令和３年12月期の年度末より適用する。

 

 (追加情報）

　　新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り

　新型コロナウイルス感染症の影響については、今後の広がり方や収束時期等を正確に予測することは困難な状

況にある。外部の情報源に基づく情報等を踏まえ、当該影響が概ね令和３年度は継続するものと仮定して令和

２年12月期の固定資産の減損会計等の会計上の見積りをおこなっている。
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（損益計算書関係）

※１

前事業年度（自　平成31年１月１日　至　令和元年12月31日）

　固定資産除却損の主なものは、立木の除却損である。

 

当事業年度（自　令和２年１月１日　至　令和２年12月31日）

　固定資産除却損の主なものは、立木、構築物等の除却損である。

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成31年１月１日　至　令和元年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首株式数

（株）
当事業年度増加株式数

（株）
当事業年度減少株式数

（株）
当事業年度末株式数

（株）

普通株式 2,547 － － 2,547

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首株式数

（株）
当事業年度増加株式数

（株）
当事業年度減少株式数

（株）
当事業年度末株式数

（株）

普通株式 400 － － 400

 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項なし。

 

４．配当に関する事項

　該当事項なし。

 

当事業年度（自　令和２年１月１日　至　令和２年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首株式数

（株）
当事業年度増加株式数

（株）
当事業年度減少株式数

（株）
当事業年度末株式数

（株）

普通株式 2,547 － － 2,547

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首株式数

（株）
当事業年度増加株式数

（株）
当事業年度減少株式数

（株）
当事業年度末株式数

（株）

普通株式 400 － － 400

 

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項なし。

 

４．配当に関する事項

　該当事項なし。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自　平成31年１月１日
至　令和元年12月31日）

当事業年度
（自　令和２年１月１日
至　令和２年12月31日）

現金及び預金勘定 1,220,972千円 1,248,864千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △900,000 △800,000

現金及び現金同等物 320,972 448,864

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については比較的安全性の高い債券等で行っており、必要な資金は全額自己資金を充当

している。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

投資有価証券は株式であり、株式については市場価格の変動リスクに晒されている。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①市場リスク及び信用リスクの管理

　当社は、投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況を把握している。

②資金調達に係る流動性リスクの管理

　該当事項なし。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれている。

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。なお、時価を把握することが

　極めて困難と認められるものは含まれていない。（（注）２．参照）

前事業年度（令和元年12月31日）

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

現金及び預金 1,220,972 1,220,972 －

 
当事業年度（令和２年12月31日）

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

現金及び預金 1,248,864 1,248,864 －

 
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

現金及び預金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっている。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前事業年度

（令和元年12月31日）
当事業年度

（令和２年12月31日）

敷金及び保証金 72,875 72,875

入会金預り金 339,600 339,600

会員預り保証金 2,045,000 2,013,000

敷金及び保証金は、市場価格がなく、将来キャッシュ・フローを合理的に見積ることができず、時価を把握

することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としていない。

入会金預り金及び会員預り保証金は償還期限が定められていないことから将来キャッシュ・フローを合理的

に見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としていな

い。

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

前事業年度（令和元年12月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

現金及び預金 1,220,972 － －

 

当事業年度（令和２年12月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

現金及び預金 1,248,864 － －
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（有価証券関係）

１.満期保有目的の債券

前事業年度（令和元年12月31日）

該当事項なし。
 

当事業年度（令和２年12月31日）

該当事項なし。
 
 

２．その他有価証券

前事業年度（令和元年12月31日）

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 150 106 44

(2) 債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 150 106 44

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2) 債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 150 106 44

 
当事業年度（令和２年12月31日）

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 113 106 6

(2) 債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 113 106 6

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2) 債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 113 106 6

 

３．売却したその他有価証券

前事業年度（自　平成31年１月１日　至　令和元年12月31日）

該当事項なし。

 

当事業年度（自　令和２年１月１日　至　令和２年12月31日）

該当事項なし。

 

４．減損処理を行った有価証券

　前事業年度（令和元年12月31日）

 当事業年度において、減損処理を行った有価証券はない。

 なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合には全て減損

　処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損

　処理を行っている。

 

　当事業年度（令和２年12月31日）

 当事業年度において、減損処理を行った有価証券はない。

 なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合には全て減損

　処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損

　処理を行っている。
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（退職給付関係）

前事業年度（自　平成31年１月１日　至　令和元年12月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　　当社は、退職一時金制度を採用している。なお、退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金

　　及び退職給付費用を計算している。

 

２．確定給付制度

（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

　　　退職給付引当金の期首残高　　　　　　　　　　　　　　　　　34,165千円

　　　　退職給付費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5,001

　　　　退職給付の支払額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 △4,919

　　　退職給付引当金の期末残高　　　　　　　　　　　　　　　　　34,247

 

（２）退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

　　　非積立型制度の退職給付債務　　　　　　　　　　　　　　　　34,247千円

　　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額　　　　　　　　　　34,247

 

（３）退職給付費用

　　　簡便法で計算した退職給付費用　　　　　　　　　　　　　　　 5,001千円

 

当事業年度（自　令和２年１月１日　至　令和２年12月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　　当社は、退職一時金制度を採用している。なお、退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金

　　及び退職給付費用を計算している。

 

２．確定給付制度

（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

　　　退職給付引当金の期首残高　　　　　　　　　　　　　　　　　34,247千円

　　　　退職給付費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,871

　　　　退職給付の支払額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 △2,143

　　　退職給付引当金の期末残高　　　　　　　　　　　　　　　　　35,975

 

（２）退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

　　　非積立型制度の退職給付債務　　　　　　　　　　　　　　　　35,975千円

　　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額　　　　　　　　　　35,975

 

（３）退職給付費用

　　　簡便法で計算した退職給付費用　　　　　　　　　　　　　　　 3,871千円
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（令和元年12月31日）
 

当事業年度
（令和２年12月31日）

（繰延税金資産）    

税務上の繰越欠損金（注）１ 31,062千円 30,568千円

賞与引当金 1,294  1,176

未払事業税 1,890  1,695

退職給付引当金 10,247  10,764

その他 1,048  718

繰延税金資産小計 45,544  44,924

　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注）１ 31,062  30,568

　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 14,481  14,355

評価性引当額小計 (45,544)  (44,924)

繰延税金資産合計 －  －

（繰延税金負債）    

繰延税金負債合計 －  －

繰延税金資産の純額 －  －

 

（注）１　税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

　　　　　　前事業年度（令和元年12月31日）

（単位：千円）

 1年以内
1年超2年

以内

2年超3年

以内

3年超4年

以内

4年超5年

以内
5年超 合計

税務上の繰越欠損金（※1） － － － － － 31,062 31,062

評価性引当額 － － － － － 31,062 31,062

繰延税金資産 － － － － － － －

（※１）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた金額である。

 

 

 

 

　　　　　　当事業年度（令和２年12月31日）

（単位：千円）

 1年以内
1年超2年

以内

2年超3年

以内

3年超4年

以内

4年超5年

以内
5年超 合計

税務上の繰越欠損金（※1） － － － － － 30,568 30,568

評価性引当額 － － － － － 30,568 30,568

繰延税金資産 － － － － － － －

（※１）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた金額である。

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

前事業年度（令和元年12月31日）

　税引前当期純損失が計上されているため記載を省略している。

 

当事業年度（令和２年12月31日）

　税引前当期純損失が計上されているため記載を省略している。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　　　　　　前事業年度（自　平成31年１月１日　至　令和元年12月31日）

　　　　　　当社は、ゴルフ場事業及びこれに付帯する業務の単一セグメントであるため、記載を省略している。

 

　　　　　　当事業年度（自　令和２年１月１日　至　令和２年12月31日）

　　　　　　当社は、ゴルフ場事業及びこれに付帯する業務の単一セグメントであるため、記載を省略している。

 

【関連情報】

前事業年度（自 平成31年１月１日 至 令和元年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略している。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が損益計算書の売上高の90％を超えるため、地域ごとの売上

高の記載を省略している。

 

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、地域

ごとの有形固定資産の記載を省略している。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略し

ている。

 

当事業年度（自 令和２年１月１日 至 令和２年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略している。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が損益計算書の売上高の90％を超えるため、地域ごとの売上

高の記載を省略している。

 

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、地域

ごとの有形固定資産の記載を省略している。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略し

ている。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項なし。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項なし。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項なし。
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【関連当事者情報】

該当事項なし。

 

（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自　平成31年１月１日
　　至　令和元年12月31日）

 

 
当事業年度

（自　令和２年１月１日
　　至　令和２年12月31日）

 
 
１株当たり純資産額 593,741円15銭

１株当たり当期純損失（△） △36,154円70銭
 

 
１株当たり純資産額 591,782円55銭

１株当たり当期純損失（△） △1,941円20銭
 

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失が計上されており、また潜在株

式が存在しないため記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失が計上されており、また潜在株

式が存在しないため記載していない。

 

（注）１株当たり当期純損失金額(△）の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前事業年度

（自　平成31年１月１日
　　至　令和元年12月31日）

当事業年度
（自　令和２年１月１日
　　至　令和２年12月31日）

当期純損失(△）（千円） △77,624 △4,167

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失(△）（千円） △77,624 △4,167

普通株式の期中平均株式数（株） 2,147 2,147

 

（重要な後発事象）

　　　　　該当事項なし。

 

 

 

 

⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

 銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券 その他有価証券 ㈱りそなホールディングス 315 113

計 315 113
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 1,060,132 950 － 1,061,082 785,088 16,051 275,993

構築物 1,434,604 2,550 6,993 1,430,160 1,215,037 27,900 215,122

機械及び装置 415,292 1,930 － 417,222 364,512 14,754 52,710

車両運搬具 50,079 － － 50,079 47,999 2,536 2,079

工具、器具及び備品 203,697 530 2,155 202,071 189,755 6,530 12,315

立木 170,869 － 389 170,480 － － 170,480

コース 553,509 － － 553,509 － － 553,509

土地 1,087,461 － － 1,087,461 － － 1,087,461

リース資産 17,214 8,196 4,362 21,048 11,109 3,765 9,938

有形固定資産計 4,992,861 14,156 13,901 4,993,116 2,613,503 71,538 2,379,612

無形固定資産        

借地権 － － － 1,086 － － 1,086

ソフトウエア － － － 3,291 1,852 655 1,438

その他 － － － 1,225 － － 1,225

無形固定資産計 － － － 5,603 1,852 655 3,750

長期前払費用 5,318 － － 5,318 1,551 1,329 3,767

（注）１　無形固定資産については、資産総額の100分の１以下であるため「当期首残高」、「当期増加額」及び「当

期減少額」の記載を省略している。

２　当期増加額の主な内容は次のとおりである。

構築物 深井戸モーターポンプ交換工事 2,550千円

リース資産 マイナンバー対策セキュリティー一式 4,164千円

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

賞与引当金 4,327 3,933 4,327 － 3,933
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産

１　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 1,313

預金  

当座預金 20

普通預金 447,531

定期預金 800,000

小計 1,247,551

計 1,248,864

 

２　営業未収入金

主な内訳

区分 金額（千円）

年会費及びロッカーフィー未収入金 1,142

プレイ関係未収入金 33,295

計 34,437

 

営業未収入金の発生及び回収並びに滞留状況

繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

回収高
（千円）

残高
（千円）

回収率
（％）

滞留期間（日）

（A） （B） （C） （D）

 
（C）

（A）＋（B）
 

 
 （A）＋（D） 

 ２  

 （B）  

 366  
 

28,987 605,497 600,047 34,437 94.6 19.2

 

３　商品

区分 金額（千円）

売店用商品 4,465

 

４　原材料

区分 金額（千円）

食堂用原材料 2,752
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５　貯蔵品

区分 金額（千円）

肥料 1,654

農薬 2,985

砂 134

計 4,773

 

②　負債

１　買掛金

相手先 金額（千円）

関東食糧(株） 989

(株)埼玉種畜牧場 740

(有)水村商店 579

(有)エアル・ファースト 539

(株)山岸宇吉商店 376

その他 3,788

合計 7,012

 

２　入会金預り金

区分 金額（千円）

平日会員 339,100

家族会員 500

計 339,600

 

３　会員預り保証金

区分 金額（千円）

入会保証金 2,013,000

（注）　名義書換時に入会保証金として預るものである。

 

（３）【その他】

①　決算日後の状況

　該当事項なし。

 

②　訴訟

　該当事項なし。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

株券の種類 １株券、10株券、100株券

剰余金の配当の基準日 定めなし

１単元の株式数 該当事項なし

株式の名義書換え  

取扱場所
埼玉県日高市高萩1203番地

株式会社日高カントリー倶楽部

株主名簿管理人 なし

取次所 なし

名義書換手数料 取締役会で定める

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り 該当事項なし

公告掲載方法 官報

株主に対する特典
当社の株式１株（旧額面株式を除く）を所有するものは、日高カントリーク

ラブの正会員となり、当社経営のゴルフ場の施設を使用することができる。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　該当事項なし。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出している。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第61期）（自　平成31年１月１日　至　令和元年12月31日）令和２年３月26日関東財務局長に提出。

(2）半期報告書

　（第62期中）（自　令和２年１月１日　至　令和２年６月30日）令和２年９月25日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。

 

EDINET提出書類

株式会社日高カントリー倶楽部(E04641)

有価証券報告書

43/45



 

独立監査人の監査報告書

 

令和３年３月22日

株式会社　日高カントリー倶楽部

 

 取締役会　御中  

 

 監査法人Ａ＆Ａパートナーズ  

 東京都中央区  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐藤　禎　　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 寺田　聡司　　印

 

監査意見
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられている株式会社日高カントリー倶楽部の令和２年１月１日から令和２年12月31日までの
第62期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッ
シュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社日高カントリー倶楽部の令和２年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す
る事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示している
ものと認める。
 
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人と
してのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手したと判断している。
 
財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
 
財務諸表監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸
表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別
に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性
があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財
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務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状
況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財
務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 

以　上
 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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